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中国地方における木質バイオマス利用と
エネルギー自立

•中国地方における木質バイオマス利用の現状と
課題

• FITを利用した木質バイオマス発電所の乱立

•木質バイオマスは充分にあるか？

－東広島市域で暖房は木質バイオマス（薪）で賄えるか？

•地域でのエネルギー自立とコミュニティー・パワー

WS流域環境平和学の創成～都市-農村連関圏での展望～ 20150904

広大・総科 佐藤高晴

自然のエネルギーと人間の関わるエネルギーのサイズ

Ⅳ－１．（１）東広島市域で暖房は木質バイオマス（薪）で賄えるか？

各種木質燃料の長所と短所

メリット デメリット

薪 最も容易に製造が可能

初期費用が少ない

燃焼効率を上げにくい。煙が多い。
火力の調整が困難

炭 エネルギー密度が高い・煙が
出ない・火持ちがよい・エネ
ルギー用途以外でも多様な使
い方ができる。

炭の製造過程で、歩留まりが
40％程度と製造効率が悪い・エ
ネルギー利用としては、煮炊き用、
火鉢などに限られる。

チップ 比較的容易に製造が可能 利用機器が複雑になるため、小さ
な利用機器には不可

ペレッ
ト

取扱が容易→制御が容易→火
力の調整が容易・小型機器で
も燃焼効率がよい・煙が少な
い。エネルギー密度が比較的
高い・バーナーで使用可能→
利用用途が多様化し、応用が
広い

製造工程がやや複雑

→製造コストが比較的高く、手間
がかかる

ペレット利用の仕組みが出来ると
安い輸入ペレットが入る可能性が
ある。

大場（2008）に加筆

中国地方の木質バイオマス関連施設

庄原さとやまペレット

ヒロシュウ

真庭市－銘建工業

赤碕清掃

鳥取県西部総合事務所-冷暖房

県森連
錦パレスホテルペレットボイラー
岩国市ガス化発電施設新小野田火力発電所-石炭混焼

安岡エコタウン-地域冷暖房

芸北せどやま再生プロジェクト

奥出雲町オロチの深山きこりプロジェクト

栗尾衛生社

中国地方の木質バイオマス発電所
（FIT対応）
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◎市域内での全生長量の推定

・アカマツを主体としコナラを含む林野(マツ型里山林）での木質バイオ

マス量 (b) を180DWt/ha（標準の15%含水率だと207t/ha)と仮定

（マツ型里山林について155.5～201.9DWt/ha：山場他、2009 より）

・更新年数 (ｔ) を40年と仮定

・市域の林野面積 (S)： 40,430 ha

・林野面積の内、マツ型里山林の割合 (p) を80％と仮定

市域内マツ型里山林での年間の全生長量(G) (t/yr) は

G = 1.67 × 105 ( = b ÷ t × S × p = 207 ÷ 40 × 40430 × 0.8 )

◎市域内の暖房需要量
市域内の全ての世帯での熱需要を薪で賄うと仮定した場合の薪の量 (W) 

(t/yr) を算出

・家庭でのエネルギー消費量 (u)： 38,358 MJ/世帯・yr

・家庭での熱エネルギーの比率 (c) ：55.0%

・ 世帯数 (h) ：80,986

• 薪の発熱量(v)： 15.5 GJ/t

W = 1.10 × 105 (t/yr) ( = u × c × h ÷ v ) エネルギー白書2011

－東広島市域で暖房は木質バイオマス（薪）で賄えるか？－
◎東広島市域で熱需要は薪で賄えるか？
暖房と給湯に必要な薪の量 (W) は

W = 1.10 × 105 (t/yr)
市域内マツ型里山林での年間の全生長量(G) は

G = 1.67 × 105 (t/yr) 
• 薪になる5cmΦ以上の木質バイオマスの比率を60％と

仮定すると、年間の全生長量を薪にした場合の量（G’）は

G’ = 1.00 × 105 (t/yr)

・ 市内マツ型里山林地域で全生長量を薪として使うことが出来れ
ばほぼ市内全家庭で持続的な熱利用が可能。

・ 実際はそのように広い地域で薪生産は出来ないと考えられる。

・ 地域の木質バイオマスは、「有り余っている」のでも「取るに足ら
ない量」でもない。大切に使うことが必要。

◎日本国内全家庭で持続的な熱利用が可能か
日本面積 377,900 km² 人口 1億2,639万人（H25.3.31現在）334人／ km²

5,459万世帯 2.32人／世帯
東広島市面積 635.3 km² 人口：184,644 291人／ km² 

80,214世帯 2.30人／世帯

－東広島市域で暖房は木質バイオマス（薪）で賄えるか？－

• 地域の利害関係者がプロジェクトの大半もしくはすべて
を所有している

• プロジェクトの意思決定はコミュニティに基礎をおく組
織によっておこなわれる

• 社会的・経済的便益の多数もしくはすべては地域に分配
される

• ※ この3つの基準の内、少なくとも2つを満たすプロジェ
クトは 「コミュニティ・パワー」として定義される

（環境エネルギー政策研究所（ISEP））

地域の人々がオーナーシップをもって進める
自然エネルギーの取り組み

コミュニティ・パワー

コミュニティ・パワーの三原則
（世界風力エネルギー協会）

エネルギー自立と平和

＜エネルギー自立と平和>

◎化石燃料争奪による紛争の軽減

◎地球温暖化速度の緩和による環境難民問題の

軽減、温暖化に伴う地域紛争軽減

＜コミュニティ・パワーと平和＞
（地域におけるエネルギー自立）

・地域に利益を還元 ・地方の疲弊

・個人個人を活かす運動 ・紛争、戦争


